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石油企業のCSR活動をめぐる先進事例の研究
―日本三愛石油の震災対応と中国石油会社の課題―
陳　　　懐　宇
Ⅰ．石油企業における CSR への取り組みをめぐ
る研究の視点
企業の事業活動領域の多様化と拡大に伴い、社
会に対する影響力がますます大きくなっている
中で、企業の社会的責任（CSR,Corporate Social 
Responsibility）に対する関心が高まっている。特
に 2008 年の金融危機以後、全世界で企業の持続
可能な発展を求める声が高まってきている。
一方で、近年、企業の不祥事も頻発しており、
大きな問題となっており、CSR の重要性が認識
されるようになった。環境問題、人権問題、社会
の持続可能な発展等に対して、企業の果たす貢献
に注目が集まっている。数年前から数多くの企業
が、CSR 担当部門を設けるようになった。日本
では、2003 年は、日本の「企業の社会的責任元
年」と呼ばれた。CSR 報告書、環境報告書、持
続可能報告書の作成・公表も増加した。しかし、
社員が本当に企業の CSR 戦略を理解しているか、
CSR が企業文化として根付いているか、経営戦
略の一環として CSR が重視され、経営と一体化
しているかといった疑問も出てきている。
一方、石油企業は国民生活・産業活動に不可欠
な「石油」の供給者として、その社会的責任を果
たすために最大限努力すべきである。石油企業の
事業活動は幅が広いが、消費者にとって一番身
近なものはやはりサービスステーションであろ
う。この事業活動は、私たちの平時の生活・災害
時の生命との結びつきが非常に強い。東日本大震
災（2011 年 3 月 11 日。以下、震災と略）の直後、
被災者の命を守るエネルギーとして、石油が大き
な役割を果たした。震災直後、電力や都市ガスと
いったライフラインは断たれた。石油も東北の太
平洋側の 14 の油槽所（石油入荷基地）全てが出
荷不能になった。その状態の中で、いくつかの破
壊されたサービスステーションでは、いち早く燃
料の供給を行った。被害の少なかった東北の日本
海側の油槽所から太平洋側の被災地まで、タンク
貨車やドラム缶等による陸上輸送を行った 1。
ネットワークで輸送される電力やガスと違い、
鉄道とタンク貨車およびドラム缶等の手段を通じ
た貯蔵・輸送が必要だという石油の弱点（非効率）
は、震災時に強みになった。サービスステーショ
ンの事業継続能力は震災時に地域の住民にとって
は、命にかかわる。災害時のサービスステーショ
ンの事業継続は、石油企業の CSR 活動の重要な
一環である。しかし、その一方で、破壊、消費者
の殺到等により、再開困難となるサービスステー
ションもあった。企業にとって、震災時の速やか
な対応が不可欠となる。
一方で、中国では、企業の CSR への取り組み
は、まだ手探りの段階にあり、CSR に関する推
進機関の乱立もある 2。中国では政府主導による
CSR の普及・推進が進められているが、特に安
全性の軽視や監督制度の不備による社会・環境へ
の損害・汚染の事故が、発生している。たとえ
ば、2011 年 6 月の中国海洋石油総公司（CNOOC）
の原油流出、2013 年 8 月の中国石油・天然ガス
集団公司（CNPC）のモンゴルでの不法排出、同
年 11 月の中国石油化工集団公司（Sinopec）の石
油パイプライン爆発等の不祥事である。さらに、
原油流出と不法排出の 2 つの事故をめぐり両社
（CNOOC、CNPC）は詳細公表されてなかったこ
とと罰金を支払わなかったことも海外メディアか
ら指摘された。中国石油企業の社会的責任意識は
まだまだ希薄ではないだろうか。
本稿では以上のような問題意識にたって、日本
の三愛石油株式会社 3（以下、三愛石油と略）で
インタビュー調査を行った。三愛石油傘下のオブ
リステーション利府（宮城県利府町）は、震災時
に近隣では閉鎖サービスステーションが多い状況
110
の中で、災害地の住民にガソリン・灯油の供給を
行っていた。また、三愛石油は三愛精神（人を愛
し、国を愛し、勤めを愛し）という経営理念の下、
業績の向上を図ると共に、社会的責任を果たして
いる。三愛石油での資料収集と関係者へのインタ
ビューを行い、会社の地震対策、事業継続計画と
リスクマネジメントのあり方を明らかにする。関
係者へのインタビューによって、三愛石油の環境
への取り組み、安全への取り組み、働きやすい職
場づくりという CSR 活動の先進事例に関する情
報を獲得し、CSR 推進をめぐる課題克服の方向
性を示す。最後に中国石油企業が日本石油企業の
CSR への取り組みから何を学ぶべきかを検討し
たい。
Ⅱ．三愛石油株式会社における CSR 活動の展開
1．社員の CSR と会社の地震対策
2013 年 6 月に、三愛石油の事業活動を現場で
支える各拠点の責任者が本社に集まり、「地震対
策（東日本大震災の体験から学ぶ、現場の地震対
策について）」をテーマに、社員 CSR 座談会を開
催した。宮城県で震災を体験した社員 2 名（震災
発生当時、関東三愛石油社長の加藤氏と仙台産業
エネルギー販売支店長の福田氏）の体験談から、
業務再開までの経緯と過酷な条件下における判断
の難しさについての説明があり、他の参加者は拠
点責任者として「もし自分がその立場にいたらど
うするか」を考える機会となった。
社員 2 名の体験談によると、宮城県利府にある
オブリステーション（三愛石油のサービスステー
ション）利府は、震災による停電の影響で営業再
開は 3 日後となった。宮城県では閉鎖したサービ
スステーションが多い状況の中、自宅が被災した
スタッフ（アルバイトも含む）10 名以上の職員
が集められ、オブリステーションの営業を再開で
きた。営業再開のためには、施設・設備の安全保障、
沢山のお客さんが来た場合の給油・精算のフォー
メーションや燃料の供給量およびお客さんの誘導
手順を検討することが必要であり、給油待ちの車
両が災害支援車の妨げにならないよう、交通整理
をすることも不可欠である。スタッフたちが事前
に打ち合わせをしていたため、大きな混乱がなく、
営業を継続することができた。震災発生当時、オ
ブリスステーション利府で陣頭指揮に当たった加
藤氏は、「現場を預かる責任者としては、過酷な
状況で営業再開を迫られる難しさがありました。
幸いにして大きな事故もなく営業を続けられまし
たが、余震が続く中での二次災害が一番気がかり
でした。今後発生が予測される地震に対して、震
災で経験したことを活かせるように、自らの体験
を積極的に発信していきたいと思います」と述べ
ていた。
震災発生後に営業を再開したサービスステー
ションの体験談に対する参加者たちの共通の意見
としては、地震発生の際に適切に行動するために
は、平時からの備えと訓練が必要不可欠であると
いうことである。たとえば、羽田支社 ISO 安全
推進室課長である大平氏は、「羽田支社は災害時
の対応や準備が細かく規定されており、施設の点
検や訓練などを定期的に実施しています。この訓
練の継続が防災意識や緊急時の対応能力の向上に
役立っていると思います」と指摘している。彼に
よると、羽田支社の給油施設は、震度 5 弱以上に
なると緊急停止される。震災発生時には平時の訓
練の成果の陰で、緊急停止から業務再開まで 1 時
間以内に完了することができた 4。
また、三愛石油の石油事業部では、地震災害が
発生した場合に現場主導で施設・設備の安全を確
保し、営業を速やかに再開するため、上述の体験
談、参加者たちからの意見をもとにサービスス
テーションの地震対策を策定した。表 1 はこの対
策の内容を提示したものである。
社員 CSR 座談会での被災と業務再開の説明、
参加者からの意見は、地震対策、事業継続計画、
リスクマネジメントのあり方を示唆している。
表 1　三愛石油におけるサービスステーションの
地震対策の内容
項目 細目
地震対応 BCP（事業継続
計画）
・事業継続計画のフロー
シート
サービス地震対応マニュ
アル
・安否確認シート
・地震後目視点検チェッ
クリスト
サービス営業休止と再開
手順
・地下タンク点検、報告
シート
・再開確認シート
・お客さん告知用資料
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資料：2014 年 4 月 4 日における三愛石油株式会社の CSR
推進課訪問時の入手資料「SS（サービスステーション）
対応策資料」から作成。
2．CSR 活動の現状
2012 年度においては、三愛石油グループ 5 は
定期的に CSR 委員会（四半期毎）、危機管理委員
会（四半期毎）、倫理委員会（四半期毎）、環境安
全委員会（5 回）、個人情報管理委員会（四半期
毎）と品質保証委員会（13 回）を開催した。具
体的な活動は、安全への取り組み、環境への取り
組み（環境負荷の低減の取り組み、環境教育の実
施、エネルギーの効率的利用促進、環境配慮型製
品の販売、新エネルギーの調査・研究・普及）お
よび働きやすい職場づくり（雇用環境の整備、社
員教育・研修、次世代の育成）という 3 つの分野
を中心に展開されている 6。
次に、三愛石油の CSR 推進部の職員 3 人（CSR
推進部推進課の職員 2 人、同部 ISO・環境安全課
の職員 1 人）へのインタビュー内容を中心に、3
つの分野をめぐるそれぞれの先進事例を提示した
い。
Ⅲ．三愛石油に見られる CSR 推進の先進事例
1．安全への取り組み−羽田支社の取り組み、地
震対策の備え、環境安全監査−
羽田支社 7 は、支社貯油基地内で、地震発生に
よる貯蔵施設被害の防止と、火災等の災害への対
応能力の向上のために、空港関連企業および東京
危険物災害相互応援協議会の職員と共に総合防災
訓練を行った。
地震災害の備えについては、本社では、震度 6
強の地震による停電を想定し、災害発電機の利用
と危機対策本部の設置を通じ、各事業部から情
報を収集する危機対応訓練を行った。東京オイル
ターミナル（油槽所）では、地震による火災発生
を想定し、埼玉県八潮市の消防本部との合同防災
訓練を行った。販売事業部は三愛石油の石油事業
部と連携し、大地震を想定し、サービスステー
ションがガソリンや灯油の供給を継続するため
に、BCP（事業継続計画）訓練を行った 8。
また、環境安全監査では独自のマネジメントサ
イクルが構築され、監査実施事業所数は年々増加
している一方、指摘件数は減少している。表 2 は、
環境安全監査における監査実施事業所数と指摘件
数の推移を示した表である。
上述の事例から、防災、危機対応などの訓練が、
企業間、部門間、企業・公的機関間等の様々の連
携方式で展開されているのが分かる。
表 2　環境安全監査の推移（2008 年度～ 2012 年
度まで）
監査実施事業所数 指摘件数
2008 年度 215 906
2009 年度 254 634
2010 年度 281 653
2011 年度 307 440
2012 年度 308 315
資料：2014 年 4 月 4 日における三愛石油株式会社の CSR
推進部推進課に訪問時、入手した「環境安全監査実施結
果（2012 年度）」から作成。
2．環境への取り組み−技術開発・地方自治体と
の協働−
三愛石油は環境配慮型製品の開発・販売を通
じ、環境負荷の低減に取り組んでいる。たとえば、
化学事業部は、ヨーロッパ、アメリカ向けの環境
対応型薬剤を開発するために、2002 年より既存
商品であった臨床検査自動分析装置用洗浄剤の改
良に取り組み、2004 年に新商品化した。その後、
商品評価等を繰り返し、2012 年 2 月に販売が開
始された。
三愛石油は、2008 年より高知県と本山町とパー
トナーズ協定を締結し、協働の森づくり（三愛石
油オブリの森）にも参加している。5 年間で累計
148 名の三愛石油グループ社員が本山町での体験
型環境研修に参加した。協定森林の規模は、第一
期（2008 年 4 月 1 日～ 2011 年 3 月 31 日）協定
森林が 35ha（1ha=10000m2）、第二期（2011 年 4
月 1 日～ 2014 年 3 月 31 日）協定森林が 38ha と
なった。高知県 CO2 吸収委員会算出のデータに
よると、協定森林の CO2 削減量は 2008 年の 98t
− CO2（二酸化炭素トン、二酸化炭素の重量に
換算した単位）から、2012 年の 345 t − CO2 に
増加した 9。
「三愛石油オブリの森」は、企業が地方自治体
と連携し、地域社会に貢献する CSR 活動である。
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CO2 削減量等の結果は数値で適切に評価され開
示されている。
3．働きやすい職場づくり−社員教育・研修制度、
次世代育成支援−
三愛石油の社員教育は、階層別研修（たとえば、
新入社員研修、2 年目社員研修、課長補研等）と
職能別研修（たとえば、次世代自動車対応スペシャ
ル研修、自動車分解整備事業の教育研修等）であ
る。また、通信教育（たとえば、ビデオ講座）等
による自己啓発を支援すると共に、国内外の大学
への留学、他企業の研究機関への派遣等を通じ、
視野が広く、専門知識を持つ人材の育成に取り組
んでいる 10。
また、次世代育成支援対策も推進している。
CSR 推進部 CSR 推進課で入手した「三愛石油
の次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画
（2013 年 4 月 1 日～ 2015 年 3 月 31 日）」によると、
計画内容には、「子育てを行う社員の職業生活と
家庭生活との両立を支援するために、雇用環境を
整備します」、「地域において子供の健全育成のた
めの活動等を行う NPO 等への労働者の参加を支
援する等、子供・子育てに関する地域貢献活動を
実施、また若者に対する職業訓練を推進します」
という 2 つの方針がある。
次世代育成支援の取り組みについて、以下の 3
つの先進事例（若者に対する職業訓練、青少年
スポーツ育成）を指摘したい。2012 年 8 月には、
14 名の大学生がインターンシップ生として職場
体験をした。同年 10 月には、「三愛石油創立 60
周年記念マッチ」（サガン島栖 VS 名古屋グラン
パス）のイベントとして、4 つの地元小学生サッ
カーチームを招待し、前座試合を開催した。2013
年 3 月には、オブリ杯バレーボール大会を主催し
た（品川区の中学校 8 校と区外の中学校 4 校が参
加した）11。
社内研修の取り組み等から、三愛石油が、環境・
社会だけではなく従業員の CSR 意識を重視する
企業であることが窺える。
Ⅳ．CSR 推進部の職員から見た CSR 推進の課題
しかし、課題も存在する。CSR 推進部の職員 3
人は共に、社員の CSR 戦略・プログラムに対し
ての認識不足を指摘した。CSR 活動は CSR 部門
だけが推進するだけではなく、企業トップからの
意思決定・指示、そして従業員から企業トップへ
の発議が非常に重要である。CSR の共通認識を
社内で共有することにより、会社の CSR 戦略と
従業員の行動が合い、企業活動を通じ、社会・環
境に持続可能に貢献することができ、企業自身も
持続可能な発展を実現できる。CSR 戦略を経営
戦略として位置づけ、従業員への浸透教育を通じ
行動に繋げられる。したがって、CSR 推進には
社内浸透教育が不可欠である。そこで、日本にお
ける石油会社に向けて、以下の方策を提案したい。
第 1 に、従業員の CSR 戦略・プログラムの
理解度を把握するため、全社の従業員を対象に
CSR 意識に関するアンケート調査を行うべきで
ある。アンケートの項目では、単に「CSR に関
心があるか」といった内容ではなく、現場におけ
る社内浸透の現状が把握できる内容を入れるべき
である。たとえば、「CSR 関連情報に触れる機会
はどのような時か」、「上司から CSR 関連情報を
日常的にもらえているか」などの項目の設置を通
じ、現場の状況を明らかにできる。
第 2 に、現状が把握できたら、実行に向けた教
育体系の構築を行うべきである。階層別・職業別
の社員研修に CSR 関連の教育内容を加える。た
とえば、経営層が外部専門家との会談を行う。管
理層を対象に、部下に CSR の重要性を伝達する
方法の講座を行う。新入社員ゴミ拾い等の地域社
会貢献活動を、新入社員研修の一環として行う。
第 3 に、人事評価・表彰制度へ「CSR 要素」
を導入すべきである。人事評価・表彰の中で
CSR に関する具体的な評価項目を加えることで、
各人の現場での CSR 活動を促進できる。これに
関して、三愛石油の事例を挙げたい。三愛オブリ
九州熊本営業所の伊藤所長が、安全の確保と事故
防止に貢献したので、優良業務主任者として表彰
された。
Ⅴ．CSR をめぐり中国石油企業が学ぶべきこと
以上のように、三愛石油での資料収集・インタ
ビューにより、地震対策、CSR 活動に関する先
進事例および課題を提示した。
以下、『中国石油・天然ガス集団公司　CSR 報
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告書　2013』（『CNPC 報告書』）の内容に注目し、
中国石油企業の CSR 活動をめぐる問題点を指摘
したい。
『CNPC 報告書』では、事業活動の指導方針と
行動計画（たとえば、技術自主開発を促進する、
海外進出事業を促進するなど）が大半の内容と
なっている。事業活動によりどのように CSR へ
取り組んでいたか、去年の行動計画をどのように
達成したか、具体的に何をやっていたかについて
はほとんど言及されていない。
発生した不祥事（たとえば、パイプラインの爆
発、原油流出・不法排出による環境汚染）に対す
る今後の対策も記されていない。現段階の中国石
油・天然ガス集団公司の CSR 活動は形式レベル
に留まっているのである。
一方、『三愛石油グループ　CSR 報告書　2013
年度』では、東日本大震災の体験と地震対策、事
業活動による CSR への取り組みに関する先進事
例および第三者意見による今後の課題が丁寧に記
されている。環境活動等について目標に対する結
果が数値等で適切に評価され開示されている。
中国石油企業が現状のまま、事業活動を展開す
ると、不祥事に対する今後の対策を公表しない、
社会的貢献に関する具体的な活動をやらない、指
導方針ばかりの実質価値を伴わないものとなって
しまう。形式主義と問題回避等の陋習を破らない
限り、中国石油企業による CSR の展開は虚構と
なってしまう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
1 日本経済新聞 2014 年 3 月 27 日付「第 2 回シンポジウ
ム　石油の力−安定に石油製品をお届けするために
−」。
2 たとえば、中国各地で二酸化炭素排出量の取引等を扱
う環境取引所の開設が相次いでいる。地方政府は開設
で環境問題への対応をアピールするが、取引前提とな
る法的裏づけが不十分なままの見切り発車も少なくな
い。20 か所以上が乱立、｢開店休業｣ 状態の取引所も
出ている。（Finance GreenWatch　｢環境取引所、中国
で乱立、制度整備追いつかず、一部は『開店休業』（各
紙）｣）。 http://financegreenwatch.org/jp/?p=3097（2014
年 4 月 20 日現在）。
3 三愛石油株式会社はエネルギー商社として、石油製品、
LP ガス等の卸販売、航空燃料取扱事業、化学薬品の製
造、羽田空港の給油施設、天然ガスの販売等、総合的
にソリューションサービスを提供している。本社所在
地は東京品川区である。従業員数（2012 年 4 月時点の
データ）は 524 人（男性社員は 474 人、女性社員は 50 人）
である。資本金は、101 億 2,715 万円である。
4 三愛石油株式会社 CSR 推進部『三愛石油グループ　
CSR 報告書　2013』（2013 年 9 月）、3 頁～ 6 頁から作
成（2014 年 4 月 4 日における三愛石油株式 CSR 推進部
訪問時の入手資料）。報告書の報告対象範囲としては、
三愛石油株式会社を中心に、一部の項目では三愛石油
グループ全体やグループ各社の活動も含んでいる。報
告対象期間としては、2012 年度（2012 年 4 月 1 日～
2013 年 3 月 31 日）を基本としており、一部の項目で
は 2013 年度の発行時点（2013 年 9 月）までの事象も
含んでいる。
5 三愛石油グループの会社数（連結）は 29 社であり、従
業員数（連結）は 2,155 人である。三愛石油グループ傘
下には、三愛石油株式会社以外、キグナス石油、国際
油化等の会社がある。
6 2014 年 4 月 4 日における同社訪問時の入手資料「CSR
活動　2012 年度の実績と 2013 年度の計画」から作成。
7 三愛石油株式会社傘下の羽田支社は、羽田空港で、航
空燃料供給事業（航空機の燃料供給、施設運営）を行っ
ている。
8 2014 年 4 月 4 日における三愛石油株式会社 CSR 推進部
ISO・環境安全課の安部優孝氏へのインタビュー。
9 2014 年 4 月 4 日における三愛石油株式会社 CSR 推進部
CSR 推進課の課長である上野篤志へのインタビューお
よび同日訪問時の入手した資料「三愛石油本社の環境
活動　2012 年度の結果と 2013 年度の目標」から作成。
10 2014 年 4 月 4 日における三愛石油株式会社 CSR 推進部
CSR 推進課の武田祥子氏へのインタビューから作成。
11 同入手資料「次世代育成支援の取り組み（2012 年度）」
から作成。
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关于石油企业 CSR 活动的先进事例的研究
―日本三爱石油对应地震的措施以及中国石油企业的 CSR 问题―
陈　怀宇
＜要旨＞
伴随着企业事业活动领域的扩大和其向多样化的变迁，企业对于社会的影响力变得越来越大，在此过程中，
人们对于企业的社会的责任（CSR）是否实现变得越来越关心。石油支撑着工业活动的正常运转，一些石油
制品与我们的生活息息相关，作为石油提供者的石油企业，更应该尽全力去实现企业的社会责任。但是中
国石油企业近年来屡次发生环境污染，管道爆炸等事故，严重危害了人们正常生活以及生命安全。可以看
出中国石油企业在实现企业社会责任的道路上应然存在着很多问题。
笔者通过对日本的石油企业的 CSR 推进部门的现地访问，对日本的石油公司的地震应对措施进行调查，
并且对于其如何改善地域环境，如何进行安全监察，如何给员工提供利于成长的工作环境等先进事例进行
考察，通过以上考察期望于洞察出是否有中国石油企业可以借鉴参考的内容，并且通过阅读中国石油天然
气集团公司的 CSR 报告书，指出其报告书的内容过于偏重指导方针，具体的活动事例偏少等问题点。
 
（2014 年 5 月 30 日受理）
